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学校規模研究の動向と課題
Trends and Issues of Research on School Size 
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SUDA Yasuyuki 
本稿の目的は、 学校規模という組織的要因が、 学校での児童生徒の成果にどのよう な影響を及ぼしているのか、 これま
での先行研究を整理し、 この分野における今後の研究の方向を展望することにある。 そのために、 まず、 海外の研究動向
のレビューを行い、 日本における研究動向を概観するとともに、 課題について整理した。 海外の先行研究から明らかにな
ることは、 学力に対する学校規模の影響を学校規模単独で捉えるのではなく て、 学校規模が学力に及ぼす影響を学区の社
会経済的状況との関係で捉え、学校規模と学区の社会経済的状況との交互作用が学力に与える影響を明らかにしている点
である。 日本ではこう した研究はまだなされておらず、 今後、 マルチレベル分析を駆使して、 日本社会の実態を捉えるこ
とが必要と される。 加えて、 学力と向学校性、 学校規模、 学区のSESの相互の影響関係を明らかにするためには、 パネ
ルデータを収集し、 これを分析する必要があることも指摘した。 
キーワード: 学力、 学校規模、 学区の社会経済的状況、 交互作用、 マルチレベル分析
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1 . 海外の研究動向





しては、 児童生徒の学業成績があり、 出席や行動、 学習
意欲、 人間関係の構築や改善もこれに含めることができ
る。 モーテイモア(Motimore, P., 1997) が、「学校の最
大の影響は生徒が示す進歩の総量において確認されるこ
とを示している」(p 410) と述べるように、 学校の効果
は、 児童生徒が示す変化の総量によって明らかにされる
ことになる。
学校効果の研究の端緒は、 コールマ ン(Coleman, 












が、 アメ リ カの学校は、 そのよう な強い効果を有しては
いないのである。」 (Coleman, J.S., et al 1966, p 325, 川











に、 例えば、 クリ ト ガー ドと ホール(Klitgaard, R. & 
Hau, G., 1974) は、 統計的手法により、 学校の社会経
済的背景から推計される学校の成績の平均予測値を求め、
それよりも実際に高い成績を収めている学校を探し出し、
「効果的な学校」 と した。 同じく、 イギリスのラ ツタ一 
(Rutter, M.J., et al l979) は、 成績だけではなく、 欠席
率、 態度や素行も含めて、「学校の効果」 とした。 さら
に、 アメ リ カのエ ドモンズ(Edmonds, R., 1979) は、
コールマンレポートの再分析として、白人と同じく らい
成果をあげている黒人の子どもたちの成績をあげている




力測定とその活用」、 がそれである(' )。 
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1980年代に入り 、 ラ ウ ンデンブ ツシユと ブレイ ク
(Raundenbush, S. & Bryk, A.S., 1986) は、 階層的線型
モデルを用い、 学校の効果を捉えよう とした。 彼らは、
異なる二つの学校群、 すなわち、 公立学校とカトリ ック
系学校を対象にして、 生徒の学校との関係がマルチレベ
ルの関係にあることを踏まえ、 学校の効果を吟味してい
る。 彼らの研究によると、 公立学校とカトリ ック系学校
との間で学力差はないが、 カトリ ック系学校においては、
公立学校に比べて、SES (Socio-Economic Status) と学
力の関係が弱く 、 しかし同時にセクターとSES との間
には交互作用があり、SESが低い生徒はカトリ ック系学
校の方がよく、SESが高い生徒は公立学校の方が適して







た。 ハウリー (Howely, c ., 1996, 1999) らが高等学校
を中心に収集したデータでもって大規模校と小規模校に
在籍する生徒の成績を比較してその差異を明らかにして
いるよう に、 当初は、 学校規模と都市の規模による成績
の違いを実証的に示すことが研究の主流であった。 
( 2 ) 学校規模と学力の関係
学校規模と成績との関係については、 当初、 必ずしも
一様な結果は見いだせていなかった。 まず、 サマー ズと
ヴオルフ (Summers, A. & Wolf B., 1976, 1977) によ
る1976年の調査では、 学校の規模にもよるが、 学校規模
の影響力は特定の生徒に対してより大きいことを示唆し
ている。 彼らは、 フイラデルフイアの小学校のアフリ カ
系アメ リカ人の生徒にとって、 そしてまた、 都市の高等
学校の成績が低い生徒にとって、 学校規模と学力との間
には強い負の相関があることを示している(2)。
一方で、 ケニー (Kenny, L.W., 1982) は、1960年の




児童の親権分割、 両親の教育と、 学校要因としての、 学
校に通う時間と日数、 クラスの大きさ、 教師の教育水準
を統制したうえでの結果であった。 さらに、 ケニー は、
1970年にカリ フォルニア州でなされた第9 学年から第12 
学年の調査のデータベースを用いて、 学区の規模が学力
に与える肯定的な影響を報告している。
これとは対照的に、 ファウラ (ーFowler, W.J., 1995) 








ンとニコシエア(Friedkin, N.E. & Necochea, J., 1988) 
である。 彼らは、 学校システムの規模と児童生徒のSES 
が成績に与える影響を、 カリ フォルニア州の3 学年、 6 
学年、 8 学年、12学年の児童生徒を対象にして分析し、
















ハウリー (Howley, C., 1996) は、 フレ ドキンとニコ
シェ アの研究結果を、 ウエス ト ・ ヴアージニア州におい
て追試している。 ウエスト ・ ヴアージニア州は、 カリ フォ
ルニア州に比べて、 小規模校が多く、 学校数が減少して
いる地域である。3学年、 6学年、 9学年、11学年を分
析対象と した結果、 ハウリー の研究においても、 フレ ド
キンとニコシェアと同様な結果が見出されている。 さら
に、 ハウリー と ビツケル(Howley, C.B. & Bicke1, R., 
1999) は、 オハイ オ州、 ジ ョージア州、 テキサス州、 モ
ンタナ州の4つの州でこの調査を実施し、 オハイオ州、





ではなく、 学校の構成、 デザイ ン、 組織の他の側面に影
響を受けることが示唆されている。 例えば、 リー とスミ
ス (Lee, V. & Smith, J., 1997) は、 学校規模と成績の
関係が曲線的な関係であると している。 この研究では、
NELS : 88 (the National Education Longitudinal Study of 















行したり、 あるいは、 階層的線形モデルを使用して、 生
徒レベルの情報に学校サイズを追加したり していると指




ハウリ ー とハウリ ー (Howley, C and Howley, A., 








ハウリーらに対して、 リー (Lee, V.E., 2004) は、 学
校規模と生徒の学力の間に直接的な関係を見いだそう と
する研究は誤った方向へ導かれる可能性があることを指




同じく、 リーとロブ(Lee, V.E. & Loeb, S., 2000) 
は、 大都市シカゴの公立小学校において、 学校規模が教
師の態度と児童生徒の学力に影響を与えるメ カニズムに





の態度を通してであるとする。 レディ とリ ー (Ready, 










と い う も ので あ る。 ハモ ン ド、 ロ ス、 ミ リ ケ ン
(Darling-Hammond, L., Ross, P and Milliken, M., 2007) 
は、 学校規模が生徒の参加、 出席、 退学率に与える影響
についての先行研究をとりあげ検討している。
ハモ ン ドらによ ると、 例えば、 ロイ グと フ ェ リ ス
(Leug, A. & Ferris, J.S., 2002) では、 暴力行為に影響
を与えるであろう他の要因を統制してもなお、 学校規模
が暴力行為に影響を与えており、2000人以上の大規模の
学校では1000人未満の学校よ り も暴力行為の可能性が20 
%以上高まると している。 ただし、 この研究は、 社会経
済的地位 (SES) が低い都市部の若者に限られていると
した。









ピ ッ ト マ ン と フ オグア ウ ト (Pittman, R.B. & 











フレ ツ ド ソ ンと デイ ピエ ト ロ (Gottfredson, D.C., & 







る研究が多い。 これは、 既に示されているように、 教師
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と生徒との感情的な結びつき、 生徒同士の相互承認によ
るところが大きいと思われる。 
( 4 ) パネルデータを用いた研究
マクミラン(Mcmi11en, B.J., 2004) は、 学校規模と学
力の関係を調べるために、 ノースカロライナ州の第3 ~ 
第 5 学年、第6 ~第 8 学年、第8 ~第10学年の公立校そ




校規模と小3 の国語の成績には交互作用があり、 第3 学
年で国語の成績が悪かった児童が第5 学年で小規模校に
在籍している場合には成績が改善することが明らかにさ






第 6 学年で国語の成績が悪かった児童が第8 学年で小規
模中学校に在籍している場合には国語の成績が改善され






























マクミ ラ ンは、 学校規模が、 さまざまな生徒のサブグ
ループの間で成績の不均衡をもたらす主要な要因である
という ことではないよう だと しながらも、 成績の違いが
生まれる際に、 学校規模は他の要因に媒介されることに
よって、 その違いを促進したり妨げたり していることに





かを理解するうえで、 大いに役立つことになる。」 (p 24) 
と述べている。
ガースヘンソ ンと ラ ングベイ ン (Gershenson, S., & 








( 1 ) 学校統廃合との関連での研究(3)
日本では、1990年代から児童生徒数の長期的減少の実
態等を背景として、 学校統廃合が行政上の課題となり、
その際の論点と して、 学級の適正規模に加え、 学校の適
正規模とは何かという問いに注目が集まるようになる。
例えば、 総務庁行政監察局編 (1992) 『小 ・ 中学校を
巡る教育行政の現状と課題』 では、 ある市のデータを用
いて 「学校規模に応じた特徴」 (p 73) と題する一覧表
を示した。 それは、 ① 「活気にみちた雰囲気がある」、






⑩ 「進学後、 学校生活への適応度が高い」、 ⑪ 「調整力
(敏捷性、 巧緻性、 柔軟性) に優れている」、 ⑫ 「児童生
徒が全教員を知ることができる」、 ⑬ 「校長、 教員が全
児童生徒を知ることができる」、 ⑭ 「児童生徒の男女比






模 ・ 中規模校が適正とされ、mは中規模以上、①⑤⑨(1]) については大規模校が適正な範囲とされている。
こう した学校統廃合にともなう学校の適正規模をめぐっ
て、 教育学界からは次のよう な指摘がなされている。 一 











に対して、 教育社会学の立場から、若林(1999) は、 学
校統廃合にかかわるわる議論について3 つの課題を指摘
している。 それは、 1 ) 学校の適正規模という把握の仕
方がどのような教育理念に基づく ものであるのか、2 ) 
教室の授業展開からのみ捉えられた学校規模の問題を、
地域住民の学習要求、 教師 ・ 児童生徒関係、 学校文化と
いう側面から捉え直すこと、3 ) 学校統廃合は、 生活圈
と密着した学区の解体 ・ 再編であるため、 学校統廃合が
地域社会の生活 ・ 文化 ・ 教育に何をもたらしたのかを解
明すること、 である。 若林は、 『学校統廃合の社会学的
研究』 (1999) のなかで、 実証編として、 学区変更を伴











1999年には、日本教育学会に 「学校 ・ 学級の編制に関
する研究委員会」 が組織され、「学校 ・ 学級の適正編制
に関する総合的研究」 が進められ、 桑原らによって 『学









の傾向性を推測すれば、 学級集団内と教師 ・ 管理職との
コミ ュニケーショ ンの関係が良好であるのは規模の小さ




教育システム開発プログラム 採択番号19 : 小中学校配
置研究」 (2006~ 2007年度) が採択され、2008年度から
葉養正明を中心に、 「教育条件整備に関する総合的研究」













これを受け、『国立教育政策研究所』 第141集 (2012) 
では、 「特集: 人口減少下の学校の規模と配置」 が組ま
れている。 各章のタイ トルは、 次のとおりである。 序章
人口減少下の学校の規模問題と教育システム、第1 章小 ・ 
中学校統廃合の進行と学校規模、 第2 章自治体財政管理
と学校規模・ 学校配置、 第3 章1950年代後半の小規模学
校区における学校統廃合過程の一考察一地域における施
策の形成と評価に着目して一、第4 章学校間連携とスクー
ルリーダーの役割、 他に、 資料1 と して、 学校統廃合関
係文献リスト、 資料2 として、 学校統廃合関係新聞見出
し (1946~ 2008年6 月) が掲載されている。





( 2 ) 児童生徒の学力や向学校性に関連する研究









う o」(p 6) o










関係が見られないこと。 2 ) 学年経営の状況に対して、
学年の学級数や学級規模が与える影響は限定的であると

































外と少ない。 しかも、 学校規模単独の影響を見よう とす
るあまり、 十分な成果を上げることができていないよう
に思われる。
これに対して、 アメ リ カでは、 学校規模が児童生徒の
学習活動に及ぼす影響を捉える際に、 学校のSESや学










プラスに作用するということである。 これに対して、 リー 
は、 学校規模は間接的には学力に作用しているかもしれ







よう に設けるのか、 どのよう なデータを収集する必要が
あるのかが問題になる。
まず、 学校の社会経済的状況についての尺度について
である。 フレ ドキンらは、 学校システムのSES と して、
学年によって異なる尺度を用いた。 一つは、 親の職業で
ある。 第3 学年と第6 学年の児童については、 教師から
児童の親の職業を直接聞き取り、 これを、 1 ) 非熟練、
2 ) 半熟練あるいは熟練、3 ) 半専門職あるいは専門職、
の 3 つのカテゴリーに分けた。 もう一つは、 親の学歴で
ある。 第8 学年と第12学年の生徒については、 生徒自身
に親の学歴を回答してもらい、 1 ) 高卒未満、 2 ) 高卒、
3 ) 短期大学卒、 4 ) 4年制大学卒、 5 ) それ以上の学





できる。 学校のSESについては、 フレ ドキンが行った
よう に学校に通っている児童生徒の親の職業や学歴を用
いることも可能である。 ただしかし、 現状では、 親の職












る 「地図によ る小地域分析」 のデータは、 学区のSES 





















し、 社会調査を行う ことが難しく なっている現状からす
れば、 個人データを複数時点において収集するには公的
機関との協力体制をつく ることが不可欠であろう。 加え
て、 統計ソ フ トStatal5は、 現段階では、 パネルデータ
分析とマルチレベル分析をあわせた分析は出来ないよう




(1) 学校効果の研究についてのレビューは、 川口 (2010)
に詳しい。 本稿も、 川口の議論に負う ているところが
大きい。




(3)須田 (2007) の住岡敏弘 「(4) 学校統廃合との関連か
ら見た研究」(pp 4-7) を執筆者の了解を得て、 研究
代表者の責任において大幅に改稿した。
(4)例えば、 世帯数人員、 職業分類のデータを用いた、




Coleman, J.S. et ll., 1966, Equali of Educational
Opportun1 , U.S. Government Printing Office.
Darling-Hammond, L., Ross, P and Mi11iken, M., 2007,
“High School Size, Organization, and Content: What
M atters for Student Success?” in Loveless, Tom and
Hess, Frederick M.eds, Brooklngs Paper on Education
Poll〔1y 2006/2007, pp.163-203.
Edmonds, R., 1979, “Effective Schools for the Urban
Poor”, Educational Leadershzp, Vol.37, No.1, pp.15-18,
20-24.
Fowler, W.J., 1995, “School Size and Students Outcomes”,
Advances in Educational Productivity, vol.5, pp 3-26.
Friedkin, N and Necochea, J., 1998, “School System Size 
and Performance: A Contingency Perspective”,
ducafzona va afzon and Po zcy nafyszs, vol. 10,
No3, pp237-249.
Gershenson, S., Langbein, L., 2015, “The Effect of
Primary School Size on Academic Achievement”,
d cafzo a va afzon a Po zcy nafyszs, Vol.37,
Ne tS, pp.135S-155S.
Gottfredson, D.C and DiPietro, SM., 2011, “School Size,
Social Capital, and Student Victimization”, Sociology of
Education, Vol.84, No.1, pp 69-89.
葉養正明, 2009, 『教育条件整備に関する総合的研究(学
校配置研究分野) < 第一年次報告書>』 国立教育政策
研究所。
葉養正明, 2010a, 『教育条件整備に関する総合的研究
(学校配置研究分野) < 第二年次報告書>』 国立教育
政策研究所。
葉養正明, 2010b, 『教育条件整備に関する総合的研究
( 学校規模研究分野) 』 国立教育政策研究所。
Holland, A. and Andre, T., 1987, “Participation in
Extracurricular Activities in Secondary School: What Is
Known What Needs to Be Known?” Reye、,v of 
Educational Research, Vol.57, No4, pp 437-466.
Howley, C., 1996, “Compounding Disadvantage: The
Effects of School and Disctict Size on Student
Achievement in West Virginia”, Journal of Research In
Rural Education, Vei l2, No.1, pp25-32. 
須 田 康 之
Howley, C and Bicke1, R., 1999, The Matthew Project・
National Report, Appalachia Educational Laboratory.
Howley, C and Howley, A., 2004, “School Size and the
Influence of Socioeconomic Status on Achievement:
Confronting the Threat of Bias in National Data Sets”,
Education Policy Analysis Archives, Vol.12, No52,
pp.1-33.
川口俊明, 2010, 「日本における 「学校教育の効果」 に関
する研究の展開と課題」 『大阪大学大学院人間科学研
究科紀要』36巻, pp.157-177。
Kenny, L.W., 1982, “Economic of Scale in Schooling,”
Economic of Education Review, Vol.2, No.1, pp.1-24.
Klitgaard, R.E. and Hall, G.R., 1975, “Are There
Unusually Effective Schools”, Journal of Human
Resources, Voi le, No.1, pp 90-106.
国立教育政策研究所, 2012 , 『国立教育政策研究所紀要』
第141 集, 国立教育政策研究所。
桑原敏明, 2002, 『学級編成に関する総合的研究』 多賀出
版。
Lee, V.E and Smith, J.B., 1997, “High School Size:
Which Works Best and for Whom?” Educational 
Evaluation and Policy Analysis, Vol t9, No 3, pp 205-
227.
Lee, V.E., and Loeb, S., 2000, “School Size in Chicago
Elementary Schools: Effects on Teachers Attitudees and
Students' Achievement”American Educational Research
Journal, Vol.37, No.1, pp3-31.
Lee, V.E., 2004 “Effect of High School Size on Student
Outcomes: Response to Howley and Howely”,
cafzona Po zcy nafyszs rc zves, Vol. 12, No 53,
pp.1-24.
Leug, A and Ferris, J.S., 2002, School Size and Youth
Violence, Carleton Economic Paper02-10, Carleton
University.
Mcmi11en, B.J., 2004, “School size, achievement, and 
achievement gaps”, Educational Policy Analysis
Archives, Vol.12, No 58, pp.1-24.
Motimore, P., 1997, “Can Effective Schools Compensate 
for Society?” in Halsey, H.L., Brown, P., and Wells,
A.S., eds, Education・Culture, Economy and Socle ,
Oxford University Press, (藤井美保訳 「効果的な学校
は社会の償いをすることができるのか? 」 住田正樹 ・
秋永雄一 ・ 吉本圭一編訳 『教育社会学: 第三のソルー
シヨン』 九州大学出版会, 2005, pp 403-425。)
Pittman, R.B and Haughwout, P., 1987, “Influence of
High School Size on Dropout Rate,” Educational 
va uafzon an Po zcy nafysls, Vol.9, No 4, pp 337-
343. 
Raundenbush, S and Bryk, A. S., 1986, “A Hierarchical
Model for Studying School Effects”, Sociology of
Education, Vol.59, No.1, pp.1-17.
Ready, D.D and Lee, V.E., 2007, “Optimal Context Size 
in Elementary Schools: Disentangling the Effects of
Class Size and School Size”, in Tom Loveless and
Frederick M.Hess eds., Brooklngs Papers on Education
Policy 2006/2007, Brookings Instruction Press, pp 99-
135.




Summers, A. and Wolf, B.L., 1976, “Which School
Resources Help Learning? Efficiency and Equity in
Philadelphia Public Schoos”, IRCD Bu11etln, Vo1.11,
No3, pp.1-5.
Summers, A and Wolf B.L., 1977, “Do Schools Make a
Difference?”, merzcan conomzc evzew, Vol.67, No 4,
pp639-652.
Tomoki, N., Kaori, H., Tomoya, H., Ai, 1., Hiroyasu, 1.,
Manami, 1., Norie, S., Shoichiro, T., et al., 2014,
“Associations of all-cause mortality with census-based 
neighbourhood deprivation and population density in
Japan: a multilevel survival analysis”, Pics one, Vol.9,
No6: e97802, pp.1-10.
若林敬子, 1999, 『学校統廃合の社会学的研究』 御茶の水
書房。 (若林敬子, 2012, 『増補版学校統廃合の社会学
的研究』 御茶の水書房)。 
